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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

平成２２年度決算審査（各会計歳入歳出及び公営企業各会計）、平成２２年

行政監査（債権管理について）、平成２２年財政援助団体等監査、平成２２

年各会計定例監査、平成２１年行政監査（都立学校の経営について）、平成

２１年工事監査、平成２１年財政援助団体等監査、平成２１年各会計定例監

査及び平成１６年度決算審査（公営企業各会計）の結果に基づき講じた措置

について、東京都知事等関係機関から通知があったので公表する。 
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第１ 報 告 の 概 要 
 

各監査・審査の結果に基づき知事等が講じた措置について、表１のとおり、執行機関から通知

があった。今回、通知を受けた件数は５０件（指摘：４７件、意見・要望：３件）であり、残る

７３件の監査結果については、執行部所において改善の取組途上、又は改善策を検討中となって

いる。 

 

（表１）講じた措置の件数 

  区     分 監査実施期間 結果内訳
措置対象

A
措置済 

B 
今回通知 

C 
改善中
A-(B+C)

指 摘 １９ － １０ ９
意見・要望 － － －  －

平成２２年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成23.7.14 
～平成23.9.5

計 １９ － １０ ９
指 摘 ２ － ２ ０

意見・要望 － － － －
平成２２年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成23.6.1 
～平成23.9.5

計 ２ － ２ ０
指 摘 ２２ １ ４ １７

意見・要望 ２ １ １ ０
平成２２年 行政監査 
（債権管理について） 

平成22.8.23 
 ～平成23.1.13

計 ２４ ２ ５ １７
指 摘 ３５ ２７ ８ ０

意見・要望 １ ０ ０ １平成２２年 
 財政援助団体等監査 

平成22.8.27 
  ～平成23.1.13

計 ３６ ２７ ８ １
指 摘 ７４ ４１ １７ １６

意見・要望 ４ ０ １ ３
平成２２年 
各会計定例監査 

（平成２１年度執行分） 
平成22.1.14 

～平成22.9.2
計 ７８ ４１ １８ １９

指 摘 ６５ ６２ ２ １
意見・要望 － － － －

平成２１年 行政監査 
（都立学校の経営について） 

平成21.9.15 
  ～平成22.2.3 

計 ６５ ６２ ２ １
指 摘 ２０ １９ ０ １

意見・要望 １４ １３ ０  １
平成２１年 行政監査 
（東京港臨海地域における公の
施設の管理運営について） 

平成21.9.14 
  ～平成22.2.3 

計 ３４ ３２ ０ ２
指 摘 ３３ ３２ １ ０

意見・要望 ２ ２ － －平成２１年 工事監査 平成21.1.19 
  ～平成22.1.13

計 ３５ ３４ １ ０
指 摘 ３８ ３７ １ ０

意見・要望 ３ １ ０ ２平成２１年 
 財政援助団体等監査 

平成21.9.4 
  ～平成22.1.20

計 ４１ ３８ １ ２
指 摘 １２３ １１０ １ １２

意見・要望 １０ ５ １ ４
平成２１年 
各会計定例監査 

（平成２０年度執行分） 
平成21.1.16 

～平成21.8.28
計 １３３ １１５ ２ １６

指 摘 １５ １３ ０ ２
意見・要望 １ １ － －

平成２０年度 
 決算審査 
（各会計歳入歳出） 

平成21.7.16 
～平成21.8.28

計 １６ １４ ０ ２
指 摘 ３ ２ ０ １

意見・要望 － － － －
平成２０年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成21.6.1 
～平成21.8.28

計 ３ ２ ０ １
指 摘 ６５ ６５ － －

意見・要望 ９ ７ ０ ２
平成２０年 
財政援助団体等監査 

平成20.9.17 
～平成21.1.21

計 ７４ ７２ ０ ２
指 摘 １０３ １０３ － －

意見・要望 ６ ５ ０ １
平成２０年 
各会計定例監査 

（平成１９年度執行分） 
平成20.1.17 

～平成20.9.5
計 １０９ １０８ ０ １

指 摘 １１ １０ １ ０
意見・要望 － － － －

平成１６年度 
 決算審査 
（公営企業各会計） 

平成17.6.3 
～平成17.9.7

計 １１ １０ １ ０
指 摘 ６２８ ５２２ ４７ ５９

意見・要望 ５２ ３５ ３ １４合          計 
計 ６８０ ５５７ ５０ ７３

（注）件数については、一つの指摘が複数の局（団体）にある場合、局（団体）ごとに件数を数えている。 
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第２ 報 告 の 内 容 

 

〔平成２２年度決算審査（各会計歳入歳出）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
知事本局 物品につい

て 

 

物品１２点（映像投影機ほか１１点）が過

大に登載されている。 

物品１２点について、平成２３

年８月２日に物品管理システムか

ら削除した。 

 

主税局 公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

 

建物３２８．００ｍ２（旧足立自動車税事

務所）が過大に登載されている。 

平成２３年６月１０日に財産情

報システムにより、当該建物の滅

失に伴う公有財産台帳の閉鎖入力

を行った。 

あわせて、同年５月３１日付け

で複式仕訳の修正を行った。 

 

生活文化局 物品につい

て 

 

物品２点（走行検査機）が過大に登載され

ている。 

過大に登載された物品２点を削

除するよう、平成２３年７月２８

日、物品管理システムに入力した。

 

環境局 公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

 

土地７，３９０．６２ｍ２（八王子堀之内

里山保全用地ほか４件）が登載漏れとなって

いる。 

平成２３年６月９日に財産情報

システムに入力した。 

 

環境局 公有財産に

ついて 

＜出資による

権利＞ 

 

出資による権利２９５万８，９０４円

（（財）東京都環境整備公社出えん金（太陽

エネルギー基金））が過大に登載されている。

平成２３年４月２７日に財産情

報システムに修正入力した。 

 

福祉保健局 公有財産に

ついて 

＜建物＞ 

 

（ア）建物６０．５２ｍ２（薬用植物園便所

ほか１件）が過大に登載されている。 

（イ）建物４２．００ｍ２（薬用植物園便所）

が登載漏れとなっている。 

 

建物６０．５２ｍ２については、

平成２３年８月４日に除却処理を

行い、建物４２．００ｍ２について

は、同月８日に財産情報システム

に登録を行った。 

 

福祉保健局 物品につい

て 

物品５点（業務用洗濯機ほか４点）が登載

漏れとなっている。 

登載漏れとなっていた物品５点

について、平成２３年８月５日に

物品管理システムへ登録した。 

 

病院経営本

部 

物品につい

て 

物品３点（眼科手術機器セットほか２点）

が過大に登載されている。 

過大に登載されている物品３点

の修正処理を平成２３年９月５日

に行った。 

 

産業労働局 物品につい

て 

物品８点（洗浄機ほか７点）が登載漏れと

なっている。 

未登録の物品について、現場確

認を行い、平成２３年９月７日に

物品管理システムへの登録を行っ

た。 

 



 - 3 -

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 公有財産に

ついて 

＜土地＞ 

 

土地３９３．５５ｍ２（連続立体交差事業予定

地（東急目黒線）３７２．６３ｍ２ほか２件）が

過大に登載されている。 

３件のうち、２件を平成２３

年８月１０日に、残り１件を平

成２３年９月８日に、財産情報

システムに修正入力した。 

 

 

 

〔平成２２年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

固定資産、

建設改良費

（資本的支

出）及び経費

を適正に計上

すべきもの 

取得価格１０万円以上の備品（耐用年数１年

以上）は、東京都病院事業財務規則により、固

定資産とすることとされている。 

ところで、松沢病院における液晶テレビの購

入について、固定資産の取得として、建設改良

費から１２８万７，６００円支出していた。 

しかしながら、この液晶テレビは取得価格が

１０万円未満の物品であることから営業費用で

支出するべきであり、建設改良費で支出してい

ることは適正でない。 

指摘に対する修正処理とし

て、 

① 固定資産を減額（１２８万

７，６００円）し、雑支出（過

年度損益修正）を計上した。

② 控除対象外消費税額と減

価償却累計額を減額修正し

た。 

 

病院経営本

部 

雑支出及び

特別損失を適

正に計上すべ

きもの 

東京都病院事業財務規則に基づき定められた

勘定科目表では、特別損失は、当年度の経常費

用から除外すべき損失のうち２，０００万円以

上のものを計上するとしており、雑支出は、本

来、特別損失とすべき費用のうち、１件２，０

００万円未満のもの及び医業外費用のうち他の

科目に属さないものを計上するとしている。 

ところで、平成２２年度決算において、 

ア 小児総合医療センターにおける、固定資産

台帳の修正に伴う過年度損益修正損３，１５

７万７，３５５円 

イ 旧府中病院建物の平成２２年３月分の減価

償却費の修正に伴う過年度損益修正損２，５

３３万２，５３４円 

ウ 平成２１年度心神喪失者等医療観察法指定

入院医療機関運営費負担金（国庫負担金）の

精算返還金のうち、開設初年度のみに交付さ

れる負担金に係る返還金３億１，０１０万５，

９１４円 

について、特別損失に計上せず、経常費用とし

て雑支出に計上しているため、計３億６，７０

１万５，８０３円が、雑支出で過大に、特別損

失で過少に計上されている。 

指摘の内容について、計理係

内で周知を徹底し、再発の防止

を図った。 

今後は更に厳密に内容の確

認を行うとともに、判断に迷う

場合においては、公認会計士に

相談するなどの対策を講じ、万

全を期す。 
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〔平成２２年行政監査（債権管理について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 都営住宅使

用料の債権管

理について実

効性のある検

査を行うべき

もの 

局は、都営住宅使用料の収入管理業務及び滞納

整理業務の大部分について、東京都住宅供給公社

に指定管理業務等として行わせている。このた

め、都の委託目的に沿って適正かつ効率的に運営

されているか、業務仕様書等及び法令等に基づき

適正に行われているかなどの検証を行うため、公

社に対して「都営住宅等の管理に係る検査」を実

施している。検査の実施に当たっては検査マニュ

アルを作成し、検査項目及び着眼点等を定めてい

る。 

また、局は、調定や還付等の収入管理業務及び

滞納整理業務についても、公社が処理した内容を

反映したシステムのデータにより行っており、収

入管理業務については、収入の根拠となる事象に

対する網羅性などを、滞納整理業務においては、

滞納者に対する公平性などを、検査をもって担保

しているとしている。 

しかしながら、検査の実施項目、内容、検査結

果の報告内容が十分でないことから、公社が処理

した内容を適正であるとの検証が十分なされて

いると評価できず、収入管理業務の適正性及び滞

納整理業務の公平性などが担保されていること

を保証できない状況となっている。 

局は、検査実施方法を見直すとともに、実施体

制を強化するなどして、都営住宅使用料の債権管

理について実効性のある検査を行われたい。 

 

収入管理業務については、

使用料・損害金業務や保証金

業務等のチェック体制や還付

未済案件の調査についても検

査項目に追加するなど、内容

の拡充を図った。 

また、滞納整理業務の検査

項目については、「滞納整理

の実施計画」「入居者の納付

指導」「退去者滞納」などの

仕様書に沿った項目・内容に

見直しを行った。 

検査結果の報告内容につい

ては、書類の整合性だけでな

く、どのように実務が行われ

ていたのか、事務処理を確認

し、それを報告書に記載する

よう内容を充実させるなど、

収入管理業務及び滞納整理業

務の検査の実効性の確保に努

めている。結果的に検査時間

も増えており、実施体制の強

化を図っている。 

福祉保健局 返還債務の

履行猶予に係

る事務を適切

に行うべきも

の 

（介護福祉士

等修学資金貸

与金） 

福祉保健局は、東京都介護福祉士等修学資金貸

与条例に基づき、介護福祉士又は社会福祉士を養

成する施設等の在学生で、将来、都内の社会福祉

施設等で介護業務等に従事しようとする者に対

し、修学資金の貸与を行っている。 

返還債務の履行猶予については、①卒業して１

年以内の日から引き続き介護業務等に従事して

いるとき、②修学資金の貸与を打ち切られた後も

引き続き養成施設等に在学しているとき、などの

一定の条件のもと、本人が、申請書に必要な書類

を添えて、知事に提出しなければならない。 

事務処理要綱によると、これらの手続きを行わ

ない者に対しては、１月以内の手続き期限を定め

た通知を３回行った後、最終確認書を送付し、そ

れでも手続きを行わない場合には、返還通知書及

び納入通知書を送付しなければならないが、局

は、これらの債権管理に必要な事務を行っていな

い。 

 

所在不明者の確認を行うと

ともに、返還猶予に係る手続

きを行っていない者について

催告を行った。その結果、猶

予又は返還の手続きを行っ

た。 

平成２３年６月１５日付け

で３回目の催告を送付した者

に対しては、同年１０月５日

に最終確認書を送付した。今

後、返還手続きに入る予定で

ある。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 連帯保証人

に対する督促

等の必要な措

置を行うべき

もの 

（介護福祉士

等修学資金貸

与金） 

局は、介護福祉士等修学資金貸与事業滞納整理

マニュアルにおいて、貸与金の返還を行わない者

のうち、悪意を持って再三の催告に応じないと推

測できるもの、あるいは居住が判明しないものに

ついては、連帯保証人に対して催告を行うことと

している。 

ところで、滞納整理事務の実施状況について見

たところ、局は、納入催告協力依頼書を発行して

いるものの、連帯保証人に対して、督促、催告等

の必要な措置を講じていないことが認められた。

 

これまでに１度も返還をし

ないなど悪質な滞納者５５名

について、平成２３年５月１

８日、平成２３年８月３１日

に連帯保証人に対して督促及

び催告を行った。 

今後も適切に行っていく。

建設局 マニュアル

内容の充実に

ついて 

（道路占用

料） 

各建設事務所における道路占用料の債権管理

について見たところ、次のとおり適切でない事例

が見受けられた。 

（ア）滞納者が死亡した債権について、相続の確

認をしないまま、滞納者の配偶者へ催告を行

っていた。 

（イ）平成２０年度及び平成２１年度の道路占用

料の滞納者に対して、平成２２年度の道路占

用料が当初納期限を過ぎても納入されてい

ないにもかかわらず、直ちに督促状を発付し

ていないため、その滞納者に対して全ての債

権が強制徴収可能な状態になっていない。 

（ウ）電話による連絡がとれない滞納者や、倒産

したとの情報を得た滞納者に対して迅速な

現地調査を行っていない。 

（エ）各所における実質的な債権管理台帳である

未納者交渉記録簿において、時効到来期限を

誤っているものがある。 

これらは、マニュアルの記載内容に不備や誤り

があること、または、局の各所への指導が十分で

なかったことなどによるものである。 

局は、各所がより適切な債権管理が行えるよ

う、マニュアルの内容を随時充実させることが望

まれる。 

 

マニュアルについては、強

制徴収の試行的取組の検証後

に改訂することとしており、

現在、検証に向けた作業を行

っている。この改訂までの間

に、事務処理上注意すべき事

項については、マニュアルの

補足事項として各建設事務所

宛に通知している。 

（ア）、（ウ）、（エ）の

事例については「平成２２年

１１月８日付２２建道管監第

２５６号」ほかにて、（イ）

の事例については「平成２３

年９月１４日付２３建道管監

第１５０号」にて、既に各建

設事務所宛に通知している。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
建設局 滞納整理を

適切に行うべ

きもの 

（河川敷地占

用料） 

局は、「河川流水占用料等徴収事務の手

引」（平成２０年１月）を作成して、各建

設事務所の河川流水占用料等に係る債権管

理マニュアルとしている。 

マニュアルでは、滞納整理について、 

① 督促状の発送前に、納入をお知らせす

る「河川占用料の納付について」を送付

する。 

② 督促状は、占用料の未納が明らかとな

った時点で遅滞なく発行しなければなら

ない。 

③ 督促状の発送後、指定納期限を過ぎて

も納入をしない未納者に対して、更に納

付を促すために、催告書を送付する。 

などと定めている。 

ところで、第五建設事務所の河川流水占

用料等の滞納整理状況について見たとこ

ろ、平成１９年度以降発生し、監査日（平

成２２．１０．７）現在も滞納となってい

る１１件の占用料について、平成２０年７

月、平成２１年６月及び平成２２年８月に、

「河川占用料の納付について」を発送して

いるものの、滞納者へ督促状及び催告書の

発付など、滞納整理を行っていないことが

認められた。 

また、局は、各所の収入未済状況を随時

確認しているが、滞納整理の進捗状況の把

握及びその指導が十分に行われていない。

 

【所における対応】 

所は、滞納案件７件（自主的に納

入した４件を除く。）のうち、 

① １件については、「債務承認及

び分納誓約書」を受理した。 

② 他６件については、平成２２年

１１月３０日（４件）及び平成２２

年１２月２２日（２件）に督促状を

発行した。この結果、２件が納付さ

れた。 

依然滞納となっている４件につい

ては、催告書の発行、臨戸や電話に

よる納付指導等の滞納整理を行って

いる。 

 

【局における対応】 

局は、収入未済のある２事務所に

対して、平成２２年１２月中旬まで

にヒアリングを実施し、案件ごとに

これまでの進捗状況を確認し、今後

の滞納整理の方向性について指導し

た。また、財産調査等の照会先や様

式等を具体的に指導した。その後も

随時、督促状の送付状況等、滞納整

理の進捗状況の確認を行った。 

現在、過年度収入未済がある事務

所を対象に、適切な債権管理のため、

年２回の面談によるヒアリングを定

期的に実施している。平成２３年度

は、第１回を５月、第２回を９月に

実施し、滞納者ごとの交渉状況等を

聞き取りし、今後行うべき調査や交

渉について、調査様式（納税状況照

会様式）を含め指導を行った。この

ほか、事務所とは随時電話等で連絡

を取り、必要に応じて指導を行って

いる。 
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〔平成２２年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

＜社会福祉法

人厚生福祉会

ほか３団体の

分＞ 

福祉保健局は、東京都民間社会福祉施設

サービス推進費補助金交付要綱（保育所）

に基づき、保育所の運営等に要する費用の

一部を、運営する社会福祉法人に対して補

助している。 

この補助金は、定員等に基づいて算定す

る基本補助額と、延長保育事業、保育所体

験等の施設の努力・実績に応じて算定する

努力・実績加算額等との合計額等に基づき、

算定されている。 

ところで、法人が算定を誤ったことから、

補助金が過大に交付されている事例が認め

られた。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に

行うとともに、法人に対し補助金の返還を

求められたい。 

 

法人に対しては、補助金の返還を

求め、過大交付分の補助金を返還さ

せた。 

 各保育所に対しては、平成２３年

２月４日付２２福保子保第２０９

２号「東京都民間社会福祉施設サー

ビス推進費（保育所）の補助基準に

ついて」により補助基準の解釈を通

知した。 

また、平成２３年１月１９日付２

２福保子保第２０９８号「東京都民

間社会福祉施設サービス推進費補

助金（保育所）新規交付施設説明会

の開催について」により、平成２３

年度から新規に交付対象となる施

設に対する説明会を実施し、補助金

の申請方法、補助基準についての説

明を行った。 

さらに、各保育所に対し、平成２

３年５月１１日付２３福保子保第

４号「平成２３年度民間社会福祉施

設サービス推進費補助金（保育所）

取組状況確認調査の実施について」

を通知し、無作為抽出した１０施設

について、現地確認調査（自己検査）

を実施した。 

今後も、毎年度、現地調査（自己

検査）を実施していく。 

 

福祉保健局 補助金の返

還を求めるべ

きもの 

＜社会福祉法

人聖母会ほか

１団体の分＞

局は、東京都民間社会福祉施設サービス

推進費補助金交付要綱（老人福祉施設）に

基づき、養護老人ホーム等の運営等に要す

る費用の一部を、設置した社会福祉法人に

対して補助している。 

この補助金は、定員等に基づき算定する

基本補助額と、施設の努力・実績に応じて

算定する努力・実績加算額等との合計額等

に基づき、算定されている。 

ところで、法人が努力・実績加算項目に

係る利用人数を誤って算定したことから、

補助金が過大に交付されている事例が認め

られた。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に

行うとともに、法人に対し補助金の返還を

求められたい。 

 

法人に対しては、補助金の返還を

求め、過大交付分の補助金を返還さ

せた。 

平成２２年度実績報告時の審査

では、各種加算について疑義が生じ

た場合は、施設担当に直接確認をと

った。また、誤記入箇所については、

書類の差替えの際に、再度施設担当

と確認をとり、訂正を行った。 

また、「東京都民間社会福祉施設

サービス推進費補助取扱要領（老人

福祉施設）」の改正に加え、補助申

請手続きの際に、施設へ配布する努

力・実績加算チェック表中に、新た

に通院同行加算の回数の算定方法

について示し、再発防止に努めた。
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 要綱等の規

定を見直すと

ともに、法人

に対する指導

を適切に行う

べきもの 

局は、東京都民間社会福祉施設サービス推進費

補助金交付要綱（老人福祉施設）に基づき、養護

老人ホームの運営等に要する費用の一部を、設置

する社会福祉法人に対して補助している。 

この補助金のうち、「通院同行加算」とは、医

師の診断に基づき医療機関への通院が必要な養

護老人ホーム等の入所者のうち、施設長がその通

院には付添いが必要と認めた者を対象として、実

際に、施設の職員が通院に付添いとして同行した

とき、その回数に応じて、努力・実績加算として

算定するもの（月２回以下：５，９２０円、月３

回以上：１１，８４０円）である。 

ところで、「通院同行加算」に係る算定の状況

を見たところ、以下の事例が認められた。 

ア 法人は、①同一医療機関の複数の診療科を

受診したとき、②同一医療機関の同一の診療

科において、複数の診療行為が時間を置いて

行われたとき、のように、一日のうちに複数

回、通院同行したときにも、複数回「通院同

行」をしたものとして実績報告をしている。

イ 法人は、一日のうちに複数回、通院同行し

たことを証明する書類を作成していない。 

ところで、局は、通院同行した回数に応じ、補

助金の額に差が設けられているにもかかわらず、

通院同行をした回数を認定するために必要とな

る明確な基準を設けておらず、法人からの実績報

告の算定が適正か否かの確認ができない状況の

もとで、法人からの実績報告のとおりの補助金額

を交付している。 

局は、補助金の交付に当たり、「通院同行加算」

に係る実績について、適正に審査するとともに、

要綱等の規定を明確にし、法人に対し指導を徹底

するなど、適切な措置を講じられたい。 

 

平成２２年度実績報告時の

審査では、各種加算について

疑義が生じた場合は、施設担

当に直接確認をとった。また、

誤記入箇所については、書類

の差替えの際に、再度施設担

当と確認をとり、訂正を行っ

た。 

平成２３年３月３１日に、

「東京都民間社会福祉施設サ

ービス推進費補助取扱要領

（老人福祉施設）」の改正を

行い、加算認定に係る規定を

明確に定めた。また、補助申

請手続きの際に、施設へ配布

する努力・実績加算チェック

表中に、新たに通院同行加算

の回数の算定方法について示

し、再発防止に努めた。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
産業労働局

（財団法人

東京観光財

団） 

 

補助金を

適切に執行

すべきもの 

局は、都内の観光・コンベンション事業の振興に寄与

するため、東京都観光・コンベンション振興事業補助金

交付要綱に基づき、財団法人東京観光財団に、補助金を

交付している。 

財団では、財団法人東京観光財団地域振興助成事業助

成金交付要綱及びコンベンション誘致助成金交付要綱

を策定し、都内の地域観光団体等が行う事業に対して助

成を行っている。 

ところで、補助金及び助成金の執行について見たとこ

ろ、以下のとおり問題点が認められた。 

① 局は、補助金を上期と下期の年２回に分けて財団へ

交付しているが、助成金の執行状況について見たとこ

ろ、平成２０年度、平成２１年度の上期の執行はなか

った。地域観光団体等への助成金の交付時期はあらか

じめ予定できること、また、局は地域観光団体等のニ

ーズを把握して計画性をもって補助金の交付をすべ

きであることから、都から財団へ補助金を毎年度同

額、上期に交付しているのは、適切でない。 

② 補助金交付要綱では、補助事業が予定の期間内に完

了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合において、財団は、速やかにその理由及び状況を書

面により知事に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

また、補助事業の完了とは、地域観光団体等への助

成金の支払いをもって完了するとし、局は、具体的日

付を、原則３月３１日であるとしている。 

しかしながら、財団は、地域観光団体への支払いが

年度内に完了せず、翌年度の平成２１年５月１日に支

払った事例について、局への事故報告を行わないま

ま、年度末の実績報告には、年度内に支払いが完了し

たように報告しているのは、適正でない。 

また、局は、年度内に助成団体への支払いが完了し

ていないことを看過し、補助金の精算を行ったのは、

適正でない。 

③ 助成金交付要綱では、助成事業者により助成対象事

業完了後に提出された実績報告書等を財団が調査し

た上で、助成交付決定の内容及び条件に適合している

と認めた場合に助成金を交付するものとしている。 

ところで、助成事業者が支払ったとされる経費につ

いて、支払いの根拠となる領収書等の証拠書類を徴し

ないまま、助成金を支払っていた事例が認められた。 

財団は、助成金を適切に執行されたい。 

局は、補助金の交付時期を見直すとともに、助成金の

執行について適切に指導されたい。 

 

観光財団は、平成２３

年度の交付申請におい

て、助成金の申請希望者

や交付時期等の情報を地

域観光団体や会議主催者

に確認したうえで年間の

実施計画を作成し、これ

に基づいて前期の交付申

請を行った。 

また、複数の事業担当

者による助成事業管理簿

の確認と進行管理を行う

こととし、年度内に支払

いが完了しない場合は事

故報告が必要となること

等、事務手続きの適切な

処理について、周知徹底

した。 

観光部は、財団から提

出された年間事業計画書

の内容を精査した上で、

計画に基づき適切に交付

申請された補助金につい

て交付を実施した。交付

時期については、年間の

スケジュールをみて、各

事業の実施予定時期には

数ヶ月の幅がある、また

交付事務の効率性を勘案

したところ、上期・下期

の２回に分けて交付する

ことが適切であると判断

した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

＜社会福祉法

人東京光の家

ほか１団体の

分＞ 

福祉保健局は、東京都民間社会福祉施設

サービス推進費補助金交付要綱（給付費施

設）に基づき、身体障害者療護施設等の運

営等に要する費用の一部を、運営する社会

福祉法人等に対して補助している。 

この補助金は、現員等に基づいて算定す

る基本補助と、施設の努力・実績に応じて

算定する努力・実績加算額等の合計額に基

づき算定されている。 

ところで、法人が障害程度区分Ａに係る

対象者数の算定などを誤ったことから、補

助金が過大に交付されている事例が認めら

れた。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に

行うとともに、法人に対し補助金の返還を

求められたい。 

 

法人に対しては、補助金の返還を

求め、過大交付分の補助金を返還さ

せた。 

また、平成２２年度の申請法人に

対し、平成２３年４月２１日付けで

送付した実績報告依頼にて、数値を

精査した上で実績報告書を提出す

るよう改めて周知徹底し、審査の適

正化を図った。 

福祉保健局 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

＜社会福祉法

人愛隣会ほか

１団体分＞ 

局は、東京都民間社会福祉施設サービス

推進費補助金交付要綱（保育所）に基づき、

保育所の運営等に要する費用の一部を、運

営する社会福祉法人に対して補助してい

る。 

この補助金は、定員等に基づいて算定す

る基本補助額と、延長保育事業、保育所体

験等の施設の努力・実績に応じて算定する

努力・実績加算額等との合計額等に基づき

算定されている。 

ところで、法人が努力・実績加算項目に

係る加算対象者数を誤って算定したことか

ら、補助金が過大に交付されている事例が

認められた。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に

行うとともに、法人に対し補助金の返還を

求められたい。 

 

法人に対しては、補助金の返還を

求め、過大交付分の補助金を返還さ

せた。 

各保育所に対しては、平成２３年

２月４日付２２福保子保第２０９

２号「東京都民間社会福祉施設サー

ビス推進費（保育所）の補助基準に

ついて」により補助基準の解釈を通

知した。 

また、平成２３年１月１９日付２

２福保子保第２０９８号「東京都民

間社会福祉施設サービス推進費補

助金（保育所）新規交付施設説明会

の開催について」により、平成２３

年度から新規に交付対象となる施

設に対する説明会を実施し、補助金

の申請方法、補助基準についての説

明を行った。 

さらに、各保育所に対し、平成２

３年５月１１日付２３福保子保第

４号「平成２３年度民間社会福祉施

設サービス推進費補助金（保育所）

取組状況確認調査の実施について」

を通知し、無作為抽出した１０施設

について、現地確認調査（自己検査）

を実施した。 

今後も、毎年度、現地調査（自己

検査）を実施していく。 
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対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局 

 

補助金の返

還を求めるべ

きもの 

＜社会福祉法

人あいのわ福

祉会ほか１団

体分＞ 

局は、東京都地域の拠点機能支援事業補助金交

付要綱に基づき、障害者自立支援法に規定する施

設に対して事業費の一部を補助している。 

この補助金は、対象となる事業に要する経費の

うち、対象経費の実支出額から寄附金その他の収

入を差し引いた額と、都補助基準額（１５０万円

上限）とを比較して、少ない方の金額の千円未満

の額を切り捨てた額を交付することとしている。

ところで、法人が、その他の収入として計上す

べき模擬店の売上額等を誤って算定したことか

ら、補助金が過大に交付されている事例が認めら

れた。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行うと

ともに、法人に対し補助金の返還を求められた

い。 

 

法人に対しては、補助金の

返還を求め、過大交付分の補

助金を返還させた。 

また、交付申請の段階で、

申請法人から事前にファック

スを受領し、部内関係部署の

担当者複数名で事業内容等を

吟味することで、補助対象事

業以外の事業に対して交付決

定をしないよう審査を徹底す

ることで適正化を図る。 

 

産業労働局 

（財団法人

東京都中小

企業振興公

社） 

退職給与積

立金額を適正

に算出し、補

助金の交付及

び確認を適正

に行うべきも

の 

財団法人東京都中小企業振興公社においては、

公社から支払われる退職手当のみを受け取る職

員と、公社からの退職手当及び中小企業退職金共

済制度に基づき、独立行政法人勤労者退職金共済

機構から退職者本人に支払われる退職金（以下、

「中退共退職金」という。）の両方を受け取る職

員がいる。 

局は、公社に対して、東京都中小企業振興公社

管理運営費補助金交付要綱に基づき、管理運営補

助金を交付しており、この補助金の中で、公社の

自主事業以外の業務に携わる職員分の退職給与

積立金を負担している。 

この退職手当積立金について見たところ、局

は、当期に公社の退職手当積立金の対象となる職

員６３名分に係る退職給与積立額の合計額を基

に人数按分を行い、都が負担すべき対象職員（公

社の自主事業以外に携わる職員）５４名分を概算

払いで支出し、同額で精算していることが認めら

れた。 

しかしながら、局が負担すべき退職給与積立額

は、職員退職手当支給規程の別表に基づき、対象

職員に係る個々の積立額の合計額であり、上記の

金額を人数按分で算出していることは適正でな

い。 

 

公社は、平成２２年度の補

助金算出に当たり、平成２３

年３月３１日の現員により、

対象職員について個人ごとに

退職給与積立額を算出した。

算出の際は、当該年度の所属

に応じて各財源の負担額を決

定するとともに、公社が支給

する退職金額のみを積立対象

とし、中退共退職金支給分に

ついては算出の対象外とし

た。年度途中の人事異動が発

生した場合の負担方法は、退

職給付引当資産の積立マニュ

アルに策定した。 

また、公社において積立額

算出の過程を記した資料を作

成し、局は確定検査において

当該資料を確認した。 
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〔平成２２年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 広報紙の

配布方法に

ついて、より

経済的な方

法で行うべ

きもの 

再開発事務所は、再開発事業を円滑に進める

ために、区域内及び周辺の住民・権利者等に対

し、年に数回、事業の進捗状況等の情報を提供

する広報紙を作成し、郵送で配布している。 

しかしながら、広報紙は、郵便法上の信書で

はなく、郵送による必要はないことから、特に

配布先が事業区域周辺に限定されるものはその

特性を活かした投函配布（ポスティング）委託

など、より経済的な配布方法を選択することに

より、大幅な経費削減が見込まれる。 

所は、再開発事業地区の広報紙の配布方法に

ついて、数量、規模や区域等の条件を勘案しつ

つ、ポスティング委託を検討するなど、より経

済的な方法で行われたい。 

 

環二地区事務所の移転を知ら

せる「まちづくりだより」につい

て、事業区域周辺を対象に、約２，

５００部をポスティングにより

配布した。 

今後も、権利関係に影響のある

ものについてはこれまでどおり

郵送とし、権利関係に影響のない

ものについてはポスティング等

を採用していく。 

 

環境局 

＜環境政策

部＞ 

概算払を

適正に行う

べきもの 

概算払は、債務額が確定する前に概算額をも

って前払いをするものであり、支出の特例であ

る。そのため、概算払によらなければ、当該委

託事業の実施が明らかに困難であること等、複

数条件の全てを満たしたうえで、局長等が概算

払の必要性を認めることが必要である。 

ところで、環境政策部において、東京都環境

科学研究所研究等及び管理運営等業務委託契約

を見たところ、次のような問題が認められた。

ア 繰越金の保管について 

部は、交付資金の額を必要最小限とするよ

うに十分な調整をすることなく、当初の事業

計画書の金額のとおり支出している。このた

め結果として、執行実績との間で、かい離が

生じ、多額の繰越金が、戻入までの間、委託

先が管理する無利息の決済用預金口座に滞留

している。 

イ 予算執行状況の確認について 

部は、第２四半期（７～９月期）及び第３

四半期（１０～１２月期）の終了後に行うべ

き予算執行状況の確認を、執行額が確定して

いない期中に行っている。 

部は、上記のとおり、本件委託契約において、

概算払の必要性や交付資金の額が必要最小限で

あることなどを明確に確認しておらず、東京都

会計事務規則等が求める必要な事務手続きを十

分に行っていないのにもかかわらず、分割支出

による概算払としたうえで、その分割ごとの精

算についても省略していることは、適正でない。

部は、概算払で行う必要性について確認のう

え、概算払の支出に係る事務手続きを適正に行

われたい。 

平成２２年度の概算払の事務

手続きについては、会計事務規則

に定める要件の検証及び確認を、

平成２２年６月３０日付けで局

長決定し、８月２４日に第１四半

期の実施状況及び執行状況の確

認を行った。 

第２四半期以降の支出につい

ては、８月３０日付けで概算払の

支出方法変更を財団法人東京都

環境整備公社に協議し、９月８日

付けで承諾された。 

上記の協議内容により、第２四

半期以降の支出については、執行

状況を精査し、各四半期の必要最

小限の支出額を、それぞれ決定

し、支出した（第２及び第３四半

期の支出額は０円）。 

平成２３年度の概算払の事務

手続きについては、準備契約の起

工時に、会計事務規則に規定する

概算払の要件を検証及び確認す

るとともに、財団法人東京都環境

整備公社の平成２１年度収支計

算書及び平成２２年度収支予測

を確認・ヒアリングしたうえで、

平成２３年３月２５日付けで局

長決定した。 

第２四半期の支出については、

執行状況を精査し、第２四半期の

必要最小限の支出額を８月２日

付けで決定し、支出した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 

＜廃棄物対

策部＞ 

概算払を

適正に行う

べきもの 

概算払は、債務額が確定する前に概算額をも

って前払いをするものであり、支出の特例であ

る。そのため、概算払によらなければ、当該委

託事業の実施が明らかに困難であること等、複

数条件の全てを満たしたうえで、局長等が概算

払の必要性を認めることが必要である。 

ところで、廃棄物対策部において、東京都廃

棄物埋立管理事務所埋立作業等及び管理運営業

務委託契約について見たところ、次のような問

題が認められた。 

ア 繰越金の保管について 

部は、交付資金の額を必要最小限とするよ

うに十分な調整をすることなく、当初の事業

計画書の金額のとおり支出している。このた

め結果として、執行実績との間で、かい離が

生じ、多額の繰越金が、戻入までの間、委託

先が管理する無利息の決済用預金口座に滞留

している。 

イ 予算執行状況の確認について 

 部は、第３四半期（１０～１２月期）に係

る予算執行状況の確認を行う前に、第４四半

期（１～３月期）分を支払っている。 

部は、上記のとおり、本件委託契約において、

概算払の必要性や交付資金の額が必要最小限で

あることなどを明確に確認しておらず、東京都

会計事務規則等が求める必要な事務手続きを十

分に行っていないのにもかかわらず、分割支出

による概算払としたうえで、その分割ごとの精

算についても省略していることは、適正でない。

部は、概算払で行う必要性について確認のう

え、概算払の支出に係る事務手続きを適正に行

われたい。 

 

平成２２年度の概算払の事務

手続きについては、会計事務規則

に定める要件の検証及び確認を、

平成２２年６月３０日付けで局

長決定し、７月２３日に第１四半

期の実施状況及び執行状況の確

認を行った。 

第２四半期以降の支出につい

ては、７月２６日付けで概算払の

支出方法変更を財団法人東京都

環境整備公社に協議し、８月２日

付けで承諾された。 

上記の協議内容により、第２四

半期以降の支出については、執行

状況を精査し、各四半期の必要最

小限の支出額を、それぞれ決定

し、支出した。 

平成２３年度の概算払の事務

手続きについては、準備契約の起

工時に、会計事務規則に規定する

概算払の要件を検証及び確認す

るとともに、財団法人東京都環境

整備公社の平成２１年度収支計

算書及び平成２２年度収支予測

を確認・ヒアリングしたうえで、

平成２３年２月９日付けで局長

決定した。 

第２四半期の支出については、

執行状況を精査し、第２四半期の

必要最小限の支出額を７月２８

日付けで決定し、支出した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
環境局 森林保全ボ

ランティア育

成事業の修了

者について 

自然環境部は、東京の森林が、十分な手入れ

が行われず、荒廃が懸念されている状況にある

ことを受け、森林保全を担う人材育成のための

事業を実施している。 

奥多摩都民の森では、指定管理者（奥多摩町）

が、「環境教育活動業務」として、森林ボラン

ティアの入門コース・実践コース、山しごと実

習の講座を開設している。また、部と協力関係

の協定を締結した特定非営利活動法人に委託

し、「多摩の森・大自然塾」として、森林ボラ

ンティアの初心者講座・経験者講座を開設して

いる。 

他方、部は、都民が主体となって緑づくりに

参加することで、自然の保護と回復に関する活

動が促進されることを目標として、ボランティ

ア活動希望者及び当該希望者の受入れが可能

な団体の双方を登録し、ホームページなどを通

じてその情報を提供する「緑のボランティア登

録事業」を実施しており、対象となる活動分野

は、雑木林等での草刈り、里山での田おこし、

植物・生物観察の指導等である。 

森林保全の人材育成事業における講座の内

容を見ると、緑のボランティア登録における活

動分野と重複する部分が多く、講座修了者は、

緑のボランティアとして活動するために必要

な内容について受講しているものと認められ

る。 

ところで、これらの事業の現況について見た

ところ、監査日現在、部は、受講者に緑のボラ

ンティアへの登録を促すよう、配布した資料に

記載しておらず、登録は奥多摩都民の森は０人

であり、多摩の森・大自然塾は５人にとどまっ

ていた。 

部には、森林保全の人材育成事業の受講者に

対して、緑のボランティアとしての登録を促す

よう、指定管理者等に働きかけるなど、森林保

全の人材育成事業と緑のボランティア事業間

の連携を強化することにより、事業の有効性を

一層高めることが望まれる。 

 

森林保全の人材育成事業と緑

のボランティア事業間の連携を

強化するため、奥多摩都民の森の

指定管理者である奥多摩町が平

成２２年９月４日、５日に実施し

た森林ボランティア実践コース

において、緑のボランティア登録

を促す資料を配布し、受講案内に

も登録案内を明記した。 

また、平成２３年１月１０日に

実施した「多摩の森・大自然塾」

森林ボランティア経験者講座の

参加者１８名に対し、緑のボラン

ティアへの登録を促すパンフレ

ットを配布し、２名が登録を行っ

た。 

さらに、平成２３年９月１９日

に実施した「多摩の森・大自然塾」

森林ボランティア初心者講座の

参加者１５名に対し、緑のボラン

ティアへの登録を促すパンフレ

ットを配布し、８名が登録を行っ

た。 

今後も、奥多摩都民の森の森林

ボランティア入門コース、実践コ

ース、山しごと実習の講座、「多

摩の森・大自然塾」の森林ボラン

ティアの初心者講座、経験者講座

において、引き続き登録を促すパ

ンフレットを配布するとともに、

登録を促していく。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
病院経営本

部 

＜多摩総合

医療センタ

ー＞ 

未収金の

減少に向け、

実効性のあ

る対策を講

じるべきも

の 

本部は、病院における診療報酬収入について、

診療未収金管理要領を定め、この中で、個人未

収金の管理、納入催告、督促状発行、出張整理

などの手続等を定めている。サービス推進部は、

未収金対策を強化するため、各病院の困難案件

のうち、部が定める基準を満たすものを引き受

け、一元的に管理・回収を進めているとしてい

る。 

個人未収金を管理する未収金管理システム

は、全ての病院に導入されており、未収金整理

簿及び債権管理票を作成する機能、未収一覧表

などの未収債権をチェックする機能、督促状の

発送状況を確認する機能などを備えている。 

ところで、各病院の個人未収金の管理状況等

について見たところ、多摩総合医療センターに

おいて、催告経過等をシステムに入力せず、依

然として債権管理票等（紙）で管理しているも

のが認められた。 

 

平成２１年４月以降の債権発

生分については、全てシステム入

力を行っている。 

また、紙管理されていた未収案

件の催告経過等についても、催告

書発送日等の重要事項は既にシ

ステム入力を完了させた。 

 

水道局 

＜杉並営業

所＞ 

指摘案件について、平成２２年

２月４日付けで減額適用の解除

を行った。 

また、監査内容を所内の職員に

周知するなど、適正な事務処理に

ついて指導を行った。 

さらに、平成２２年度に、サー

ビス推進部と連携して、営業所所

管区域における指摘となった施

設以外の料金減額適用施設全件

について減額適用基準を充足し

ているかどうかの調査を行い、適

用対象外と確認した施設につい

て適用解除を行った。 

 

水道局 

＜新宿営業

所＞ 

公衆用栓

に係る料金

減額を適正

に行うべき

もの 

局は、街頭又は公園等に設置され公衆の用に

供されている街頭便所、公衆水飲み栓及び噴水

泉池に係る水栓について、当該設備の管理者か

らの減額申請に基づき、公衆用栓として、料金

の減額を行っている。 

ところで、杉並及び新宿営業所において、料

金の減額を行っている公衆用栓について見たと

ころ、料金の減額対象の施設と対象外の施設と

が同一メータを使用しているため、対象外の施

設の水道使用分まで料金の減額を行っている事

例が認められた。（３施設における不適正な減額

の合計金額：８８万８７６円） 

これらの施設のある公園は、区などのホーム

ページに水遊びができる施設のある公園として

掲示されている。減額対象外施設の設置状況は、

こうした親水用施設情報を活用することにより

効率的に調査することが可能であり、状況確認

を行う必要がある。 

また、公衆用栓に係る料金減額については、

平成１８年、平成２１年定例監査において適正

な適用を行うよう指摘されており、営業所を指

導するサービス推進部は、使用実態調査を行う

など指導を徹底する必要がある。 

各営業所は、公衆用栓に係る料金減額を適正

に行われたい。 

部は、適切な調査を行うよう営業所を指導さ

れたい。 

 

指摘案件について、平成２２年

２月１０日付けで減額適用の解

除を行った。 

また、監査内容を所内の職員に

周知するなど、適正な事務処理に

ついて指導を行った。 

さらに、平成２２年度に、サー

ビス推進部と連携して、営業所所

管区域における指摘となった施

設以外の料金減額適用施設全件

について減額適用基準を充足し

ているかどうかの調査を行い、適

用対象外と確認した施設につい

て適用解除を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 

＜墨田営業

所＞ 

指摘案件について、平成２２年３月２日

付けで減額適用の解除を行った。 

また、監査内容を所内の職員に周知する

など、適正な事務処理について指導を行っ

た。 

さらに、平成２２年度に、サービス推進

部と連携して、営業所所管区域における指

摘となった施設以外の料金減額適用施設

全件について減額適用基準を充足してい

るかどうかの調査を行い、管内に適用対象

外施設がないことを確認した。 

 

水道局 

＜杉並営業

所＞ 

指摘案件について、平成２２年２月９日

付けで減額適用の解除を行った。 

また、監査内容を所内の職員に周知する

など、適正な事務処理について指導を行っ

た。 

さらに、平成２２年度に、サービス推進

部と連携して、営業所所管区域における指

摘となった施設以外の料金減額適用施設

全件について減額適用基準を充足してい

るかどうかの調査を行い、適用対象外と確

認した施設について適用解除を行った。 

 

水道局 

＜新宿営業

所＞ 

指摘案件について、平成２２年２月９日

付けで減額適用の解除を行った。 

また、監査内容を所内の職員に周知する

など、適正な事務処理について指導を行っ

た。 

さらに、平成２２年度に、サービス推進

部と連携して、営業所所管区域における指

摘となった施設以外の料金減額適用施設

全件について減額適用基準を充足してい

るかどうかの調査を行い、適用対象外と確

認した施設について適用解除を行った。 

 

水道局 

＜品川営業

所＞ 

社会福祉

施設に係る

料金減額を

適正に行う

べきもの 

局は、社会福祉法の適用を受ける社会

福祉事業のうち同法第２条第２項各号又

は同条第３項第２号から第１１号までに

規定する事業を行う施設に係る水栓につ

いて、水道使用者等からの減額申請に基

づき、福祉保健局の確認を経て、料金の

減額を行っている。 

ところで、墨田、杉並、新宿及び品川

営業所において、料金の減額を行ってい

る社会福祉施設について見たところ、減

額が適正でない事例が認められた。（４施

設における不適正な減額の合計金額：７

１万４，７７３円） 

（ア）料金の減額対象の施設と対象外の

施設とが同一メータを使用している

ため、減額の対象外の施設の水道使

用分まで料金の減額を行っている。 

（イ）国又は地方公共団体が経営するも

の（国又は地方公共団体が設置し、

社会福祉法人等に経営を委託してい

る場合を含む。）については、減額の

適用を除外するとしているにもかか

わらず、区が設置している施設にお

いても料金の減額を行っている。 

これは、これまで申請時に現地調査を

必須としていなかったこと、さらに（イ）

については、福祉保健局への確認依頼に

「国若しくは地方公共団体が経営するも

の」とのみ記載されており、指定管理者

制度の適用などで経営を委託されている

場合も含まれることについての説明がな

いことなどから誤適用となっていたと認

められる。 

サービス推進部では、営業所に対し、

新規申請における現地調査の実施を新た

に課しているものの、既に適用を受けて

いる施設については、施設設置状況調査

の指示を行っていない。住宅地図やイン

ターネットなどによる施設情報を利用す

ることにより、効率的な調査は可能であ

り、状況確認を行う必要がある。 

各営業所は、社会福祉施設に係る料金

減額を適正に行われたい。 

部は、福祉保健局への確認依頼を明瞭

にするとともに、営業所に対して、現在

減額適用を受けている施設の適用確認調

査を行うよう指導されたい。 

 

指摘案件について、平成２２年２月１６

日付けで減額適用の解除を行った。 

また、監査内容を所内の職員に周知する

など、適正な事務処理について指導を行っ

た。 

さらに、平成２２年度に、サービス推進

部と連携して、営業所所管区域における指

摘となった施設以外の料金減額適用施設

全件について減額適用基準を充足してい

るかどうかの調査を行い、適用対象外と確

認した施設について適用解除を行った。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 総計扱い

の料金算定

を適正に行

うべきもの 

同一の使用者が同一敷地内において２つ以上のメ

ータにより水道を使用する場合には、公平を期するた

め、各メータの口径の大きさに応じた基本料金と、各

メータで計量した使用水量を合算した従量料金とを

合計する「総計扱い」によることとしている。 

水道料金とあわせて請求している下水道料金につ

いても、同一の使用者が同一敷地内から汚水を公共下

水道に排出している場合は、その排出量を合算して下

水道料金を算定することとしている。 

ところで、新宿営業所において、使用者が複数のメ

ータを設置しており、総計扱いにすべきところ、これ

を行っていないために、平成２１年度水道料金等が３

５万７，６１３円の算定不足となっている。 

 

指摘案件については

平成２２年３月１９日

付けで総計扱いを適用

した。 

また、監査内容を所

内に周知するなど、適

正な事務処理について

指導を行った。 

 

水道局 

＜葛飾営業所＞ 

＜杉並営業所＞ 

＜大田営業所＞ 

＜品川営業所＞ 

＜渋谷営業所＞ 

＜練馬営業所＞ 

総括差水

量調査に係

る事務処理

を適切に行

うべきもの 

局は、総括（親）メータの計量水量と子メータの合

計水量との差水量（注）が総括（親）メータの計量水

量の±１５％を超えたときに、「総括差水量チェック

リスト」を料金徴収システムから出力している。営業

事務取扱手続等では、このチェックリストが出力され

た場合、机上調査、メータ異状や漏水がないかなどの

現場調査等を行うこととしている。 

ところで、葛飾、杉並、大田、品川、渋谷、練馬及

び板橋営業所において、チェックリストから調査状況

を見たところ、机上調査の着手状況が不明なもの、現

場調査等の結果が不明なもの、多量の差水量が生じて

いながら調査に進展の認められないものが認められ

た。 

また、サービス推進部は、平成１３年に総括差水量

調査に係る通知を行っているが、各営業所で調査にお

ける優先性等の考え方に統一性が見られないため、調

査方法に差異が発生している状況も認められた。 

差水量が大きく、総括（親）メータと子メータとの

間で漏水が起きている場合には、貴重な水道水が流失

していることや、水道料金が適正に請求されていない

可能性があることから、早急に原因を調査することな

どが求められる。 

各営業所は、総括差水量調査に係る事務処理を適切

に行われたい。 

部は、各営業所の調査状況を確認のうえ、指導を徹

底されたい。 

 

（注）差水量 

総括メータ方式の給水装置において、総括（親）メ

ータの計量水量と子メータの合計水量との差の水量

のこと。この差が大きい場合には、総括（親）メータ

と子メータとの間で漏水が起きている可能性がある

ので、調査が必要である。 

 

各営業所は、指摘案

件について、適切に調

査を行うことなどによ

り、多量の差水量が生

じている状況を解消し

た。 

また、会議、訪問指

導などを通じて所内職

員に、事務処理の適正

化を指導した。 
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〔平成２１年行政監査（都立学校の経営について）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 教育相談体

制を構築すべ

きもの 

橘高等学校は、年間で５１人の転・退学者が発

生する状態であり、教育相談体制を機能させる必

要がある。 

しかしながら、 

① 学校は、教育相談にかかる委員会、分掌を

置いていない。 

② 教育相談体制の中核となるべきスクール

カウンセラーについては、生徒理解の目的

で、養護教諭を橋渡しとして、スクールカウ

ンセラーを活用するように教職員に対して

指導しているほかは、組織的な取組の実施は

記載されていない。 

③ 平成２０年度の転・退学者５１人のうち、

スクールカウンセラーのカウンセリングを

受けている者は２人にとどまっている。 

④ スクールカウンセラーのカウンセリング

実績は、生徒４６回、保護者６回、教員２２

回（打合せの１３５回を除く）の計７４回で

あり１日（８時間）あたり２件強にとどまっ

ている。 

⑤ カウンセリングに視聴覚準備室を用いて

おり、カウンセリング中に第三者が入室する

など環境整備が適切でない。 

⑥ スクールカウンセラーから学校への報告

書では、カウンセリングを受けた生徒の所属

クラスと印象の記載にとどまっており、具体

的な問題点と指導に当たっての留意点が明

確でない。 

⑦ 学校経営計画及び経営報告を見ると、記載

事項が産業科としてのカリキュラムの確立、

生徒への生活指導の推進、キャリア教育の実

施などに限定されており、多数の中途退学・

転学者の発生を課題と考えていないことが

認められる。 

学校は、教育相談体制の確立に向けて、適切な

方策を講じられたい。 

 

橘高等学校は、教育相談委員

会を独立した分掌組織の委員

会に位置付けるとともに、教育

相談委員会とスクールカウン

セラーの連携による生徒・保護

者への支援体制を学校経営計

画に規定し、教育相談体制を構

築した。 

また、平成２３年９月に、教

育相談委員会とスクールカウ

ンセラーとが連携し、学校経営

計画に基づく生徒理解とカウ

ンセリングマインド育成を目

的とした研修会を、全教職員を

対象に実施した。 

平成２２年度のスクールカ

ウンセラー相談件数は２５４

件、平成２３年度は平成２３年

９月１６日時点で１８６件と

なっており、相談実績は上がっ

ている。 

また、相談者のプライバシー

を確保するためカウンセリン

グ室を独立させ、教育相談環境

の整備を図った。 

なお、転・退学者数について

は、平成２２年度は１１名とな

り、減少した。 
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対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
教育庁 経営計画を

見直すべきも

の 

橘高等学校は、学校経営計画において、「も

のづくりやビジネスの学習に加え、生産、流

通、消費の関連性を学び、経営の分かる技術

者、技術力と経営感覚を備えた人材育成を目

指す」とし、「将来の産業人として、「使え

る英語力とＩＴ力」を身につけること」が重

要であるとしている。 

学校では、使える英語力を身につけるた

め、始業前の１０分間に英語のリスニングの

時間を設け、また、平成１９年度生及び平成

２０年度生の修学旅行先にオーストラリア

を選定しており、平成２１年度生については

台湾としているが、 

① 平成１９年度の開校以来、監査日（平

成２１．１１．８）まで、ＴＯＥＩＣの

受験など、生徒の英語力について効果測

定を行っていない 

② スピーキングにかかる訓練などを特

段設けていない 

など、オーストラリアへの修学旅行の効果を

最大限発揮できるものとなっていない。 

一方、海外への修学旅行のための積立金

（徴収金額最大で月１万８，０００円）を徴

収しているが、授業料・学校徴収金とも当初

未納が多い状態であり、保護者の負担感が大

きいと認められる。 

学校は、これまでの教育効果を測定し、経

営計画の具体的方策を見直すとともに、学校

徴収金の徴収額と修学旅行の効果を考慮し

て、学校徴収金徴収計画を検討されたい。 

 

橘高等学校において、これまで

に「使える英語力」の育成を目指

して取り組んできた事業（ＡＬＴ

（外国人指導助手）を活用した授

業、レシテーションコンテスト（英

語暗唱大会）、オーストラリア・

台湾への海外修学旅行など）の成

果としては、着実に上位級の英語

資格試験の受験者数が増加してき

たことが認められる。 

しかしながら、学校徴収金にか

かる保護者の負担感について、平

成２２年度生の入学時点に保護者

から回収したアンケートの結果を

見ると、指摘のとおり、保護者の

負担感が重いことも事実であるの

で、学校徴収金の徴収計画の再検

討を行い、平成２２年度生の修学

旅行については、国内において英

語研修や産業見学などを含む形で

実施することとした。 

今後とも、平成２３年度学校経

営計画に基づき、「使える英語力」

を育成していくため、新たに海外

からの修学旅行生などを校内で受

け入れることによる国際交流を行

うとともに、ＡＬＴを活用した授

業の充実やレシテーションコンテ

ストの実施などの従前の施策につ

いても、着実に実施していく。 
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〔平成２１年工事監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
水道局 二次覆工エ

アミルク充て

んのための仮

締切工の積算

を適正に行う

べきもの 

八王子市丹木町一丁目地先から同市中野

上町五丁目地先間送水管（１５００mm）用ト

ンネル内配管及び立坑撤去工事は、シールド

工法により施工したトンネル内に送水管を

配管し、空げき部に二次覆工としてエアミル

クを充てんの上、築造するものであり、あわ

せて、これらの作業のために設けた立坑を撤

去するものである。 

このうち、二次覆工エアミルク充てんのた

めの仮締切工設置数量について見ると、局積

算基準では数量の計上方法がないことから、

エアミルク充てんの日当たり施工量を基に

８０箇所を計上している。 

しかしながら、施工においては、契約図書

等に仮締切工設置数量が定められていない

ため、施工条件等を勘案して２７箇所で施工

している。 

このため、積算額約３８５万円が過大なも

のとなっている。 

 

指摘の趣旨について、平成２１年

７月６日に開催した多摩水道改革

推進本部施設部連絡会において周

知を行った。 

また、平成２１年度において、当

局工事の過去の実態調査及び他都

市の歩掛調査を行った。 

調査結果を検証した結果、エアミ

ルク充てん量などの数値に、積算基

準と現場実態とで、かい離が見られ

たことから、現場実態に合わせて積

算基準を見直し、平成２３年１０月

から適用させた。 
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〔平成２１年財政援助団体等監査〕 

 

対象局 

（団体） 
事項 監査結果の要約 

講じた措置の 

概要 
福祉保健局

（社会福祉

法人東京都

社会福祉事

業団） 

 

診療報酬

請求事務を

適切に行う

べきもの 

千葉福祉園に併設する診療所に係る診療費、診断書

交付料等の使用料及び手数料の徴収事務（以下「診療

報酬請求事務」という。）について見たところ、園は、

① 診療行為等に基づく本人負担金、保険請求額等に

ついて、医療事務の受託業者から提出される「日報」

には個人別、診療行為別等の明細が添付されていな

いため、その正確性が検証できない。また、請求金

額が手書き修正された個人別の納入通知書を、修正

理由が不明のまま了承している 

② 受託者が毎月作成する診療報酬明細書（以下「レ

セプト」という。）の請求件数と、行為別、患者別

月報等との突合による未請求レセプト数の把握を

受託者任せにしており、園では把握していない。ま

た、当該レセプトの請求経過も把握していない 

③ 社会保険診療報酬支払基金等からの査定減に対

して、明確な理由の記載もなく、ほとんど再審査請

求を行っていない 

④ 受託者に対して、保険種別の相違等のために基金

等から返戻されたレセプトについての記録管理を

指導していないため、処理経過が確認できない 

ことが認められた。 

これは、園が具体的な処理手順を定めた「診療報酬

請求事務処理手順」では、請求金額等の確認方法に対

する規程が十分でないこと、事務処理手順が医療事務

委託仕様書に反映されていないため、規程内容に則し

た請求事務が行われていないこと、等に起因して生じ

たものである。 

また、局が定めた「徴収事務等取扱要領」に具体的

かつ詳細な規定がないことから、園はレセプトに係る

債権額を毎月末に確定し、基金等に対して請求した時

点で事前調定をせず、入金時に特例（事後）調定を行

っており、請求レセプトに係る債権管理が行われてい

ないことが認められた。 

診療に要する検査料や診療材料費等の経費は、都か

ら指定管理料として事業団に支出されているもので

あり、適切な事務処理によって収入を確保することが

求められる。 

事業団は、統一した事務処理手順を定めて受託者の

業務を適切に管理するなど、診療報酬請求事務を適切

に行われたい。 

局は、事業団に対し、診療報酬請求事務を適切に行

うよう指導されたい。 

 

 改正後の「徴収事務取扱要

領」第６の規定に基づき、各

施設から診療報酬請求時の

調定金額及び診療報酬確定

時の調定更正額の報告を受

け、それを受けて局におい

て、診療報酬の調定及び当該

調定の更正を行うよう、事務

処理手順を是正した。 
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〔平成２１年各会計定例監査〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
都市整備局 マンション

耐震化の推進

に努めるべき

もの 

住宅政策推進部は、昭和５６年以前の旧耐震基準

で建設されたマンションの耐震化を促進し、災害に

強い都市づくりを進めることを目的として、区市町

村が実施する耐震診断助成事業へ補助する事業を

実施している。 

また、部は、マンション区分所有者の耐震化に係

る合意形成等を促進させるために、区市への働きか

けや、都民への普及啓発を行うとともに、相談窓口

の開設などのマンション管理組合等に対する支援

策を実施して事業の推進を図っている。 

しかしながら、マンション管理組合が耐震診断を

実施する場合、総会における議決が必要であり、区

分所有者間の合意形成が困難なこともあり、耐震診

断助成事業の実績は低調なものとなっている。ま

た、区市を窓口として助成を行うものであることか

ら、区市が耐震診断の助成制度を有することが不可

欠であるが、助成制度を有していない自治体がある

ことから、耐震診断助成事業の推進が一部地域にお

いて困難な状況となっている。 

マンション居住者の耐震性能への不安、大規模地

震時の倒壊等による周辺地域への影響の懸念など

を解消するためには、マンション耐震化を効率的に

推進することが、緊急かつ重要であることから、部

は、普及啓発及び支援策の拡充並びに区市等との更

なる連携を図り、一層の事業推進に努められたい。

 

ア 平成２３年３月に東京

都マンション耐震化促進

事業制度要綱を改正した

際に、本制度を利用して

いない区市町村に積極的

な活用を要請するととも

に、８月に開催した分譲

マンション施策推進行政

連絡会で担当部長からも

助成制度の創設を要請し

た。 

イ これまでの取組によ

り、平成２３年４月から

大田区、葛飾区及び八王

子市が耐震アドバイザー

派遣事業を開始し、品川

区が耐震改修助成を開始

した（２３区全てで耐震

改修への助成制度が整備

された。）。 

 

産業労働局 不適正な契

約手続きに対

する厳密な防

止策を構築す

べきもの 

農林水産部及び雇用就業部における随意契約に

ついて、部の契約関係書類と、契約相手方に行った

関係人調査の結果とを照合したところ、支出負担行

為等の正規の手続きを行わないまま、業者に物品を

納入させ、その後に契約を締結して代金を支払って

いる一括払いが、農林水産部では１２回、雇用就業

部では４回に渡り認められた。 

産業労働局は、平成２０年の随時監査においても

同様の指摘（農林水産部）を受けており、それを受

け、少額支払案件の資金前渡の活用等、適正な契約

方法に基づく適時・適正な方法による債権者への支

払いについて、局内各部に周知を図ったとしてい

る。 

しかしながら、その後においても農林水産部と雇

用就業部で不適正な一括払いが認められたことか

ら、各部は契約に係る規則の徹底や内容確認等を厳

格に行われたい。 

さらに、各部からの締結依頼に基づき契約を行う

総務部は、チェック機能を整備する等、不適正な契

約手続きに対する防止策を厳密に構築されたい。 

農林水産部及び雇用就業

部は、部内における規則の

周知徹底や契約事務のチェ

ック体制を充実させるな

ど、不適正な契約事務を見

逃さないしくみ作りを行っ

た。 

総務部は、特別出納員に

よる関係人調査を行うこと

とし、平成２２年度までに

全ての部で実施した。 

平成２３年度については

実施計画を策定し、これに

沿って調査を行っている。

今後も、年度当初に同様の

実施計画を策定した上で調

査を行っていく。 

 



 - 23 -

〔平成１６年度決算審査（公営企業各会計）〕 

 

対象局 事項 監査結果の要約 
講じた措置の 

概要 
中央卸売市

場 

建設仮勘定

に計上されて

いる経費の取

扱いについて

早急に検討す

べきもの 

中央卸売市場会計が計上している建設仮勘定１

８２億９，５７１万余円のうち、築地市場の再整備

事業にかかる基本設計及び実施設計金額は、１９億

９，４２３万余円となっている。 

しかしながら、築地市場の再整備事業は昭和６１

年１月に東京都首脳部会議において「現在地再整

備」を決定したものの、平成１３年１２月に策定さ

れた「第７次卸売市場整備計画」で、豊洲新市場へ

の移転が決定され、新市場の整備が行われていると

ころである。 

市場は、建設仮勘定に計上されている築地再整備

事業にかかる経費は、将来、振替えることがないこ

とから、取扱いについて早急に検討すべきである。 

 

平成２３年３月３１日、

建設仮勘定に計上されてい

る築地市場再整備事業に係

る経費全額に係る固定資産

減少伝票を発行し、除却を行

った。 
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